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議案第１号　自立支援協議会に係る障害者総合支援法の改正点について

（事務局）
　議案第１号では、我孫子市における自立支援協議会の現状と、自立支援協議会に関する法律の改正内容について説明する。
　自立支援協議会は、障害者総合支援法に基づき、地域における課題の共有および体制の整備について協議を行うことを目的として設置する機関である。設置方法については地域の実情に応じて設置することとなっているため、自治体ごとの特色がある。

　我孫子市自立支援協議会における協議事項は、
１　障害福祉に関する地域の関係機関によるネットワーク構築に関すること。
２　相談支援事業等の支援体制の確立及びケアマネジメント技術の向上に関すること。
３　困難事例の現状及び課題に関する情報の共有並びに自立支援に係る情報交換
に関すること。
４　その他障害者等の支援に関すること。
となっている。
我孫子市自立支援協議会の体制としては、全体会としての本部会の下に、相談支援部会、権利擁護部会、就労支援部会という３つの専門部会を設置している。また、療育・教育システム連絡会および福祉施設連絡会を連携機関としている。その他、市内の相談支援事業所の報告会や連絡会、基幹相談支援センターや地域住民、市内の福祉サービス事業所等と連携しながら協議を行っている。
本部会では、障害者プランに関することや日中サービス支援型グループホームの事業報告、地域生活支援拠点等の整備や市の障害福祉施策に関すること等を協議している。相談支援部会では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関することや市の相談支援体制に関することの協議、また事例検討等を行っている。権利擁護部会では、虐待通報ケースの事例検討や終結審査、また障害者差別解消法に関する協議等を行っている。就労支援部会では、チャレンジドオフィスに関する協議や各種テーマ別研修等を行っている。

　続いて、自立支援協議会に関する法律の改正内容について説明する。
　主な改正点は３点である。
　１点目は、協議会を通じた「地域づくり」にとって「個別事例から地域課題の抽出」の取り組みが重要であることが示された点である。協議会の中で個別事例の検討を行うことを通じて、そこから地域における課題を共有し、その上で地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うという流れが明確に示された。そこで本日の協議会においても、事例検討を一つの議案として取り組みたいと考えている。
　２点目は、協議会は地域の関係機関等に対し情報提供や意見表明等の協力を求めることができること、また、協力を求められた関係機関等は、求めに応じるよう努める旨が規定された点である。
　３点目は、個別事例に基づく地域の支援体制の検討を明確化したことに伴い、協議会関係者に対し守秘義務が課された点である。
　こうした法律の改正を受けて国が示したガイドラインにおいては、地域における障害者等の相談支援の個別事例を通じて明らかになった地域課題を共有し、その課題を踏まえて地域のサービス基盤の整備を着実に進めることが自立支援協議会の役割とされている。そのためには、地域の関係者の共同による事務局会議の機能向上や、専門部会や関係機関と本部会とが連動する仕組み作りを行うことで、協議会の活性化を図る必要があるとされている。我孫子市においても、３つの専門部会と本部会が連動する仕組み作りを行っていくため、各部会の取り組み状況の報告を次の議案としている。
　以上のことからもわかるように、自立支援協議会に求められる役割が大きくなってきており、地域の福祉の向上のためにより有効な場にしていく必要があるため、今年度の委員の改正に際しては、これまでよりも幅広い分野の方に委員を委嘱させていただいた。そのため委員の皆様には、地域の福祉のためにぜひご協力をお願いしたい。

（会長）
　何か意見や質問はあるか。

（会長）
　今後の自立支援協議会は活性化が重要なため、忌憚なく意見を出していただき、我孫子市にとって必要なことを考える場にしていけたらと思う。


議案第２号　各部会等からの報告について

（事務局）
　議案第１号でもご説明したとおり、協議会の活性化のためには、専門部会や関係機関と本部会とが連動する仕組み作りが重要である。これまで各専門部会における取り組み内容等については、委員の方々の自己紹介の際に簡単にご報告いただいていたが、今年度からは、各部会長に取り組み内容を報告していただき、委員の皆様からご意見をいただくということを一つの議案としていきたいと考えている。

（会長）
　相談支援部会長からお願いする。

（委員）
　相談支援部会は、今年度１回開催している。議題は大きく２点ある。
　１点目は、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの取り組みについての検討である。障害のある方の地域移行のためには、相談支援専門員と医療機関との連携が重要であることから、今年度中に相談支援専門員が医療機関を訪問し、医療相談員と意見交換する機会を作るべく、日程調整をしているところである。近隣の医療機関にご協力をいただく予定である。
　２点目は、グループホームに関することである。市内のグループホームについて、数が充足してきた中で、次はその質の確保が重要になることや、ご本人とグループホームとのマッチングの問題、またグループホーム同士の連携が必要ではないかといったことが話し合われた。こうした点を踏まえ、自立支援協議会の中に、障害のある方の住まいに関する専門部会を設置したらどうかという話が出たため、後ほど議案第３号にて皆様からご意見をいただければと思う。

（会長）
　続いて、権利擁護部会長より報告をお願いする。

（委員）
　権利擁護部会も、今年度１回開催している。
　これまでの権利擁護部会は、虐待通報ケースの事例検討や終結審査が主な内容であった。そのような中、議案第１号で説明があったとおりの法改正があり、個別事例の検討を通じて共有した地域課題について、権利擁護部会として何らかの取り組みができないかと考え、今後の権利擁護部会の取り組みについてを主なテーマに、２つのグループに分かれてグループワークを行った。
　権利擁護に関する啓発をどのように行っていくべきか話し合う中で上がってきたのが、啓発ポスターの募集である。内容としては、市内在住・在学・在勤、市内障害福祉事業所を利用している障害のある方に、障害者への理解の促進や権利擁護を推進するための啓発ポスターを描いていただき、それを展示するといったものである。
　権利擁護に関する啓発の取り組みとしては、事業所の職員に対する研修等も意見として上がったが、そうした一方的な方法よりも、事業所で啓発ポスターを描いたり、またそのポスターを見ることで、職員や障害のある方自身の気持ちに働きかけることができるのではないかとの考えでの提案であった。
　初めての取り組みであり、まだまだ精査が不十分な点もあるが、まずは取り組んでいるところである。

（会長）
　続いて、就労支援部会長より報告をお願いする。

（委員）
　就労支援部会も、今年度１回開催している。今年度は、ホームページ等を活用した事業所の周知について、そして来年度から始まる就労選択支援事業についてという２点を主な議題としている。
　まず、事業所の周知については、市内の事業所の中の様子がわかるような資料を作成しようという話が挙がっている。事業所選びの際のマッチングは非常に重要であり、きちんと適した事業所を選択しないと、障害のある方にとって失敗経験となってしまったり、ご本人も事業所側もお互いに精一杯やっているものの良い結果に繋がらないという事態になってしまう。そこで、より視覚的にわかりやすい資料があることで、地域の障害のある方にとって必要な情報になり得るのではないかとの思いから作成を進める予定である。
　また、こうした資料を作成することには別のメリットもある。資料を目にした企業の方々が、障害のある方が働く事業所にこんな仕事をお願いしたいと考え、仕事の受注に繋がるということである。そのため、障害のある方だけでなく、企業に向けた情報発信も兼ねることで、地域の障害のある方の工賃の底上げにも繋がるため、精力的に取り組んでいきたいと考えている。
　もう１点の就労選択支援事業については、現在は、就労経験なしに初めて就労継続支援Ｂ型を利用する場合、就労アセスメントを受ける必要があるが、その精度をより高め、一つの障害福祉サービスとして来年１０月から施行予定の事業である。事業内容の詳細については国がまだ検討中の段階だが、まずは就労支援部会として来年１～２月頃にこの就労選択支援事業に関する研修を開催する予定である。その意図としては、事業の内容について事業を実施する事業所側と支給決定を行う行政側とで共通認識を持つためということはもちろん、就労支援部会の中では、就労選択支援事業が地域になかった場合のデメリットについて話が上がっている。就労選択支援事業を行う事業所が地域になかった場合のデメリットとしては、福祉サービスを利用する際のミスマッチングが発生する可能性があることはもちろん、本来は福祉サービスを利用したい方が、他市まで行かなければならないことが負担となり、スムーズに利用を開始できないことも考えられる。また、就労選択支援事業は原則１か月間アセスメントを受けるという事業のため、事業所が遠くにある場合、１か月間公共交通機関を利用したり家族が送迎したりと、利用するハードルが高くなってしまう。
　ただしこの就労選択支援事業の実施については、事業所側にも負担となる部分がある。というのも、就労選択支援事業専門の職員を追加で配置しなければならないため、人件費も増加し、事業所の規模によっては配置が難しい場合も考えられる。だからといって地域の事業所がどこも実施しなければ、当事者の方々に影響が出てしまうため、まずは事業所同士で必要な準備や何をしなければならないのか等を把握し、地域全体で取り組んでいこうという雰囲気の醸成も兼ねて、研修を開催する予定である。

（会長）
　続いて、自立支援協議会の連携機関である療育・教育システム連絡会より報告をお願いする。

（委員）
　療育・教育システム連絡会は、発達に支援が必要な子どもに対する支援の充実と、制度や支援者が変わっても、ライフステージに応じた切れ目のない支援を行う体制の構築を目指すために設置している協議機関である。地域の課題を協議しているこの自立支援協議会の、子どもを対象にしたものをイメージしていただけるとわかりやすい。
　療育・教育システム連絡会の本部会では、我孫子市子ども発達支援計画を策定し、計画に沿った事業の進捗状況等を協議している。また、６つの部会の中で挙がった意見を本部会で協議し、実際の政策に移していくといったことも行っている。
　部会については、療育専門委員会は障害児保育等を検討する部会である。医療的ケア児支援法の施行を受け、地域として医療的ケア児への支援体制の構築に取り組むため、今年度から新たに医療的ケア児等支援部会という部会が立ち上がった。また、自立支援協議会と連携して取り組んでいかなければならないと考えているのがライフダイアリー部会である。我孫子市では、市内在住の０歳から１８歳頃までの児童の保護者を対象に、出生から成人に至るまでの成長の記録を一元管理するためのツール「ライフダイアリー」を配布しているが、なかなか有効活用が進んでいない状況があるため、どのように有効活用していくべきか協議している。児童通所支援部会は、自立支援協議会における相談支援部会と類似した部会であり、相談支援専門員や事業所職員による協議の場である。現在の課題はサービスの質であり、例えば放課後等デイサービスについては、単なる子どもたちの生活の場ではなく訓練の場であるため、技術的な指導や訓練がしっかりと行えているのかを把握・評価する必要があると考えている。就学移行期部会は、就学前の段階から就学にかけての課題について協議する部会である。就学前にはニーズがないとして支援を受けていなかった家庭が、就学後に問題が顕在化する場合がある。そうした状況を防ぐためにも、就学前の発達センター等の支援を受けて良かったと思ってもらうことが大切であり、そのためにはどうすべきかを協議している。そして学齢期部会は、学校の中での支援について検討する場である。
　以上のような６つの部会と本部会で療育・教育システム連絡会を組織しており、各部会を年２回、本部会を年３回ほど開催している。

（会長）
　続いて、同じく自立支援協議会の連携機関である福祉施設連絡会より報告をお願いする。

（委員）
　福祉施設連絡会は、地域の福祉施設による連絡会で、福祉施設としての共通課題や、地域でやってみたい催し等について検討している。
　毎年開催している「ふくしフェスタ」をはじめとする催しや、研修の実施、また福祉施設の製品の販売場所の確保等においても、単一の事業所だけでは実現が難しいことも、連絡会という組織として行うことで地域のさまざまな部分に参画していくという役割を果たしている。

（会長）
　元は、職員や利用者の交流が目的で、利用者同士でソフトボール大会に参加したりもしていた。現在も、体育館を借りてスポーツイベントを開催したり、職員向けの研修を開催することで支援の向上を目指したりしている。
（委員）
　福祉施設同士の横の繋がりを作って連携することで、地域福祉の底上げを目指すことが最大の目的である。

（会長）
　各専門部会および連携機関からの報告について、何か意見や質問はあるか。

（委員）
　啓発ポスターの募集について、市の広報等に載せてより広く募集したら良いのではないか。

（委員）
　まだ募集が始まったばかりのため、今後できる限りピーアールしていきたい。

（会長）
　先日の事務局会議では、今回は主に障害福祉事業所の利用者の方を対象とするが、次回以降は対象を学校等にも広げ、夏休みの宿題のような形で障害者への理解の促進や権利擁護の推進に取り組んでいきたいという構想もあると聞いている。

（委員）
　今回は対象も限定的で、応募作品の展示場所等も確定していないため、今後拡充していきたい。

（会長）
　他に意見や質問はあるか。

（委員）
　就労支援に関してだが、現在のキャリア教育においても、企業とのマッチングが大切であり、そのためには利用者の方々の評価を適切に行うことが非常に重要である。その際、統一されたフォーマルな評価指標を用いることで、その人にとって何が必要か、どうすれば就労が上手くいくのかという具体的な評価が可能になる。
　先ほどの話にもあったように、失敗経験はトラウマになってしまう可能性もあるため、それを防ぐためにも、きちんとした評価指標を用いた評価を行うことが大切なのではないか。

（委員）
　以前は市内の障害者就労支援センターにて職業アセスメントが行われていたが、現在は行われなくなってしまったこともあり、いずれの施設においてもある程度一定の指標での評価を行わないといけないのではないかという声も施設側から出ている。
　そのため、いずれの施設においても同じ評価が受けられるよう、施設間で連携し、用いるツール等を整えていかなければならないと考えている。

（会長）
　就労支援部会に持ち帰って協議していただきたいと思う。

（委員）
　啓発ポスターの応募状況について知りたい。

（事務局）
　福祉施設連絡会や市内の障害福祉事業所に対してメールにてお知らせをしているが、現状はまだ応募がない状況である。

（委員）
　利用者の方々にとって良い経験や活躍の場になるため、本日開催される福祉施設連絡会でも改めてお知らせさせていただく。

（委員）
　医療機関と地域の相談支援専門員との連携体制の構築は、今後入院患者の方の地域移行を考えていく上で大変頼もしい。

（委員）
　現在は、退院間近になって相談支援専門員に連絡が来ることが多いが、本来は退院を検討していく段階から関わることができた方が良い。そのためにも、日頃からの関係構築をしていこうという取り組みである。

（委員）
　今回初めて参加させていただいたが、療育と学校との連携が非常に上手くいっているというのが我孫子市の印象である。そうであるからこそ、学校が市の福祉の動きを把握するためにも、部会だけでなくこの本部会の場にも学校関係者に参加していただいた方が良いのではないか。

（事務局）
　直接本部会には参加していただいていないものの、部会や療育・教育システム連絡会に参加していただいているため、そこで上がった意見を本部会に参加している各部会等の代表者を通じて本部会の場で共有するという形をとっている。

（委員）
　せっかく部会に参加していただいているのであれば、市のシステムの全体を把握するためにも、この本部会の場にも参加していただいた方が良いのではないか。そうすることで、学校と福祉や就労がどのように繋がっているのかを把握でき、より連携を強化できるのではないかと思う。

（委員）
　学校と相談支援専門員の間での引き継ぎが希薄だと感じることが多いため、仰ることはよく理解できる。とはいえ、現在の委員の任期や定数の定めがあるため、次回の改正時に事務局と相談していければ良いのではないか。

（委員）
　療育や福祉のシステムがこれほどしっかりしている中で、学校についてはそれぞれの学校が独自に進めている政策が多く、それらの繋がりが持てないのはもったいないと思う。そのため、より学校も巻き込んでいけると良いのではないか。

（委員）
　学校は、それぞれの文化やヒエラルキー等があるため、連携が難しい部分はあるが、会議の目的に合わせて校務分掌をもとに依頼したり、現在療育・教育システム連絡会に参加していただいている特別支援学校の校長先生等に依頼してみるのも良いのではないか。

（会長）
　皆でさまざまな意見を出し合い、必要な方に参加していただいて、この協議会をより活性化していければと思う。

（委員）
　先ほどご紹介いただいた中で、ライフダイアリーの有効活用が進んでいないという話があった。この点について、どのように対応していくのか教えていただきたい。

（委員）
　ライフダイアリーは親が作成するため、まずは作成の支援が必要なことと、ライフダイアリーについての学校での積極的な周知や声掛けがなされていなかったため、今後はライフダイアリー部会で協議しつつ、力を入れていきたいと考えている。また、ライフダイアリーを作成していたとしても、児童発達支援センター等で作成する個別支援計画や指導計画と内容がリンクせず、それぞれが別のものになってしまうという課題もあるため、それらを一本化できるような仕組みづくりについても検討している。

（委員）
　例えば他市では、１型糖尿病の児童のインシュリン注射を訪問看護師が行い、家族の日中の負担を減らして就労に繋げるといった事業がある。もちろんそのためには医師からの指示書が必要になるが、こうした指示書等についてもライフダイアリーに載せ、以前こうした支援を受けていたといった記録があると、次の支援に繋げる際にも非常に有益だと思う。
　また、先ほど相談支援専門員と医療機関との意見交換会の話があったが、報酬改定においても入退院支援加算が強化されてきたため、より積極的に連携を進めるべきだと思う。重複障害の方や、高齢で障害のある方等は、病院探しに苦労することが多い。そうした際にも、支援者間や医療機関どうしの繋がりがないと、以前受けていた支援の内容がわからず、一貫した治療の継続が難しくなってしまう。また、そうした方々の意思決定を高齢の家族がいつまでも担わなければならないという問題もある。こうした問題を解決に導くための方法の一つが、昨今言われている重層支援なのではないかと思う。
　こうした状況から、まずは我孫子市内だけでも顔の見える繋がりを持てたらという思いで始めた取り組みが、「まちの保健室」である。月２回、アビスタ内の喫茶ぷらっとにて、専門職常駐のもと、どんなことでも気軽に話せるスペースを設けている。こうした取り組みについて様々な医療機関に周知していくことで、相談者と医療機関の橋渡しを行い、さらには医療機関との連携体制を構築していけたらと考えている。
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（会長）
　さまざまな分野で連携体制やネットワークの構築をしていけたらと思う。

（会長）
　他に意見や質問はよろしいか。

（委員）
　一同了承。


議案第３号　相談支援部会からの提案について

（相談支援部会長）
　先ほどの相談支援部会の報告の中でも少し触れたが、相談支援部会において、昨今のグループホームに関する課題が上がってきた。
　我孫子市においては、グループホームの数は充足している。その一方で、支援の質や専門性、また各グループホームと利用者の方々とのマッチングの問題等は少なからずある。また、一つのグループホーム内で全てが完結してしまい、グループホームどうしの交流がなく、結果として視野が狭くなってしまうといった課題もある。
　こうした課題を受け、まずはグループホーム連絡会を再開することとなった。元々松戸圏域のグループホーム連絡会があり、そこから派生した形で我孫子市のグループホーム連絡会が立ち上がり、活動していたが、コロナ禍を機に活動が止まっていた。しかし昨今のグループホームに関する様々な課題を受け、再開することとなった。
　こうした動きに伴い、そうした連絡会を下部組織として、市全体の課題として障害のある方の住まいや暮らしを考える部会があったら良いのではないかという話が出てきた。近隣市町村においても、住まいや暮らしをテーマにした部会は多い。
　ではこうした部会を立ち上げるとしたら、議題設定や委員の構成をどうすべきか。
　まず一点として、「住まい」や居住の確保に焦点を当てるという考え方がある。その場合は、グループホーム等支援ワーカーやグループホーム実務者、不動産会社や当事者等が構成メンバーとなる。一方で、「住まい」だけでなく、より広い意味で「暮らし」を捉え、地域で暮らしていくために必要なサービス全体を検討するという考え方がある。その場合は、グループホーム等支援ワーカーや実務者に加え、暮らしを支えるという意味で居宅介護事業者や、各障害福祉サービス事業者の方々も構成メンバーの候補となる。もちろん目指すところは暮らし全体だが、議題を広げすぎてしまうと焦点が絞りづらくなってしまうのではないかといった意見もあった。
　その他の課題としては、再開したグループホーム連絡会との住み分けである。グループホームの実務者の方々を多く構成メンバーにしてしまうと、連絡会との違いがわかりにくくなってしまう。また、従来この本部会の場で行っていた日中支援型グループホームの事業報告について、今後市内に日中支援型グループホームが増えていく中で、限られた開催回数の本部会で議題として扱うことが難しくなってくる可能性があるため、新たな部会にて議題とするという案もある。しかしこの場合は、委員として参加しているグループホームの実務者の方々が自らの事業を評価することの難しさがある。
　以上のようにさまざまな案や課題がある中で、皆様のご意見を伺いたい。

（会長）
　やはりグループホームの支援の質の向上は大きな課題だと思う。
　そこで、自立支援協議会にてさまざまな議論を重ねながら、自立支援協議会が支援の質の向上に向けた役割の一環を担っていくという意味でも、暮らしをテーマとした部会は必要ではないかと感じている。
　委員の皆様より何か意見や質問はあるか。

（委員）
　議題設定については議論の余地があるが、暮らしをテーマとした部会は必要だと思う。
　昨今、収益性を優先するような障害福祉サービス事業者も増えてきているため、協議会の目を入れることは重要だと思う。

（委員）
　グループホーム連絡会については、グループホームどうしの情報交換の場や、支援について考える場として機能していってほしいと思うが、一方で、障害のある方の福祉や権利擁護について客観的に判断して提案していく機関として、連絡会とはまた別の機関として自立支援協議会が在るべきだと思う。

（委員）
　ぜひ作っていただきたい。千葉県としても、「暮らしの場支援会議」を立ち上げる等して、障害のある方の暮らしに関する体制を整えようという動きがある。我孫子市としてもそうした場があることで、具体的な提言等を行っていくことができると思う。

（委員）
　先ほどの意見にもあったように、昨今は、営利のみを目的として実態が伴っていないようなグループホームもある。そのような中で、協議会の役割と指定権限等を活かして何ができるか、まさにこの協議会で詰めていかなければならないと思う。
　また、以前の協議会で事業計画について説明のあったグループホームについては、実際に運営を開始したらまた自立支援協議会での報告を求めてほしい。もちろん年に一度の事業報告はあるが、開所後は、実態把握のためにもしっかりと報告をしてほしいと思う。

（事務局）
　昨年度と一昨年度に事業計画の説明のあった日中支援型グループホームが２か所あるが、そのうち一般社団法人かがやきの「ありがとう」については、事情により当初とは異なる場所での開所に向けて進めているものの、まだ指定申請がない状況である。
　自立支援協議会にて開所に向けた承認は得たものの、そこからのスタートとなるため、いざ実行するという段階で上手くいかないことや問題が発生し、なかなか思うように進まないこともある。
　２か所のうちもう一方のミナノワ株式会社のグループホームについても、現在のところ先行きが不透明な状況である。何か情報が入り次第、また共有させていただく。

（委員）
　「ありがとう」については、実態としては既に運営され、入居者の方もいるように見える。

（事務局）
　「ありがとう」はまだ建設されていないため、それは別のグループホームではないか。
　日中支援型ではないグループホームも市内に新たに建設されているため、おそらく「ありがとう」とは異なるグループホームである。

（委員）
　くらし部会においては、そのような日中支援型ではない様々なグループホームの建設予定や運営状況等の情報も共有していけたら良いのではないか。

（会長）
　では、くらし部会については立ち上げるということでよろしいか。

（委員）
　一同了承。

（会長）
　あとは議題や委員構成についてだが、先ほど大きく分けて二つの選択肢が提示された中で、例えば不動産会社等も交えて「住まい」について考えるべきという意見も当初からあったものの、もちろんそれも必要だが、障害のある方が地域でそれぞれの暮らしたい生活を実現するための支援をしていきたいということから、グループホーム等支援ワーカーをはじめ様々な障害福祉サービス事業者にも参加していただき、暮らしについて考えていけたらと思っている。
皆様の意見はいかがか。

（委員）
　「暮らし」はテーマとして大変広いため、その時に扱う議題によって、必要な構成メンバーが異なるのではないかと思う。
　そのため、中心となる委員を何名かに委嘱し、その他議題等によって必要な方に参加していただき、意見をいただくといったような方法も良いのではないかと思う。

（事務局）
　詳細については今後詰めていくため、この場においては、まずは大枠を決定したいと考えている。
　まず、部会の立ち上げについては皆様に承認いただいた。議題や委員構成については、最終的なご意見としては広く「暮らし」について考えていくという中で、その内容や委員構成については、皆様のご意見をもとに、広がりすぎない範囲で検討していきたいと思う。

（会長）
　事務局から説明があったように、「暮らし」をテーマとしながら委員構成を考えていただくという形でよろしいか。

（委員）
　一同了承。


議案第４号　第３期障害者プランの実績報告について

（事務局）
　第３期我孫子市障害者プランにおける実績報告の中で、ここでは主に説明させていただきたい内容のみを取り上げて説明させていただく。
　まず、市民への啓発として、１２月３日に文化・スポーツ課との共催で水の館にて障害者スポーツ３種目（ボッチャ、ペガーボール、ムーブメントスカーフ）の体験会を実施した。たくさんの方にいらしていただき好評だったため、今年度も１１月に開催する福祉人材確保のための合同企業説明会の中で、同様の取り組みを行う予定である。
　続いて、障害福祉に関するマークの啓発として、広報あびこ１１月１６日号に、障害のある人もない人も共に暮らし、すべての人が参加できる社会を共につくっていくためのシンボルマークである「イエローリボン」について掲載した。こうした啓発の取り組みは、今年度も継続していきたい。
　続いて、自立支援協議会の運営について、昨年度は新たな障害者プランの策定年度だったため、本部会５回、相談支援部会２回、権利擁護部会２回、就労支援部会２回と、多くの場で協議をいただいた。委員の皆様にたくさんのご意見をいただき、令和６年度～令和８年度を計画期間とする第４期我孫子市障害者プランが完成したため、改めてお礼を申し上げる。
　実績報告は以上である。

（会長）
　何か意見や質問はあるか。

（委員）
　障害福祉サービスの実績について、重度障害者等包括支援や自立訓練（生活訓練）、短期入所（医療型）の実績には、利用できる事業所がない、もしくは希望者がいないといった記述があるが、利用希望があった場合には対応できる体制は整えているという認識でよろしいか。

（事務局）
　仰るとおりである。
　例えば重度訪問介護については、達成率は５０％であるものの、令和４年度の達成率２０％と比較すると達成率が大きく上がっている。また、利用できる事業所は少ないものの、市外の事業所も利用可能である。そのため、いずれのサービスについても利用希望があればサービス利用に繋げていく体制は整えている。

（会長）
　他に意見や質問はよろしいか。

（委員）
　一同了承。


議案第５号　事例検討

（事務局）
　議案第１号においても、自立支援協議会に係る法律の改正点についてご説明したとおり、「個から地域へ」、つまり個別事例から地域課題を抽出し、支援体制を検討していくという取り組みが明確に国の指針として示された。これまで我孫子市自立支援協議会では、各部会においては事例検討を行っていたものの、本部会の場ではなかなか取り組めていなかったため、国の指針として示されたことを受け、今回は事例検討を議題とさせていただいた。
　昨今、障害のある方の支援における課題として「同意者の問題」をよく耳にするようになった。入院や医療行為についての同意が必要な状況にもかかわらず、同意者がいない、もしくは同意者がいても同意してもらえずに困ってしまうという問題である。
　こうした問題についてどのように対応すべきか、皆様にご意見をいただきたい。

（会長）
　医療同意の問題は大きな課題の一つであるため、具体的にどのような課題があるのか、またどのようなことが必要なのかといった点を含め、活発なご意見をお願いしたい。

（委員）
　非常によくある話である。
　病院は、基本的には病気を治して退院を目指す場であり、どの程度まで治療を行うかについては、通常であれば本人や親族の判断となるが、そうした判断ができない場合には、医師の判断となってしまうというのが難しいところである。
　そうした場合には、本人が自分の意思をどれだけ言語化できるかにもよるが、本人や支援者の話を聞く等して時間をかけた結果、治療は終わっているので退院となってしまう場合が多い。
　現在、診療報酬上も、相談をたくさんするようにとされているが、まだまだ十分にできていない医療機関が多い印象である。また、支援者側も一方的に病院にお任せということが多く、結局は医師一人の判断になってしまいがちである。
　ACP（アドバンス・ケア・プランニング）のように、日頃から話し合う機会を設けることが大切だと思う。それこそ先ほど話にあったライフダイアリーのように、その人が何が好きでどのような支援を受けてきたといった情報があると、何かあった時に周りが代理意思決定するための判断材料になると思う。
　いずれにせよ、こうした倫理的な問題については、誰か一人が決めることなく、チームで相談を繰り返しながら決めていくことが望ましいため、そうした場がよりあると良いと思う。

（委員）
　本人も親族も言語能力が低く意思決定が進まない場合は、やはり相談支援専門員を中心にさまざまな機関の支援者がチームで話し合いを重ね、一人の決定ではなく皆で決めたことを進めていくしかないのではないかと思う。
　あわせて、相談支援専門員が本人との関係を構築し、本人や家族が地域の中で生活していくための支援を進めていくことも大切だと思う。
（委員）
　相談支援専門員が医療的な部分にどこまで介入できるかは難しい問題である。
　命に関わる決定においては、もちろんそのまま放置することはできないが、一人や少人数で背負いきれる問題ではないと思う。

（委員）
自ら病院に行って治療を受ける場合は、治療契約の同意がなされているということになる。
仮に救急車で運ばれた場合は、治療の意思があるものとして、標準治療と言われる範囲の治療は自動的になされる。ただ、その先の治療の範囲については、本人や親族との相談ということになる。
救急車で搬送された場合も、病院に着いた時点で病院との契約に当たるため、搬送されたものの本人が「病院に行きたくない」等の訴えをすると救急隊員も困ってしまう。
医師法等の法に基づき、病院は訪れた患者については最低限の治療は行う。ただし同意がない場合は、その範囲は命を守るための最低限のみに止まることになる。
同意のない方についてどうすべきか相談支援専門員に判断を委ねられ、困るというのはすごくよくわかる。だからこそ、皆で相談しながら決めていくということをするのだと思うが、非常に時間の切迫性がある状況で、やはり最初に連絡が入る相談支援専門員の苦労は大きいと思う。

（委員）
　後見人を受任している中で、やはり入院中の医療行為についての問い合わせが医師から来ることがあるが、それについては判断できないと伝えている。

（委員）
　親族がいる場合でも、判断能力が不十分であったり何らかの問題のある親族に同意を求めても良いのかという問題もあるように思う。

（事務局）
　本人の意思決定能力が不十分であるものの、親族がいないというケースは少なからずあると思う。
　そうした中で、救急搬送された場合等は最低限の治療はなされるものの、例え後見人が付いていたとしても、その先の重要な意思決定はできないということになり、これは障害のある方の権利に関わる重要な問題だと思う。
　だからこそ、本人のことをよく知る周囲の人たちが集団で意思決定をして結論を出していくというのが望ましい形なのだろうとは思うが、現状の病院側が、そのようにして出した結論を本人の意思として受け止め、治療を行ってくれるような体制になっているのかどうかが疑問である。


（委員）
　厚生労働省は、数年前から、意思決定ガイドラインに沿った対応をするようにと示してはいるものの、実態は、皆で決めたという内容を誰がどこにどのように署名するのかといった問題で混沌としてしまうというのが現状だと思う。

（委員）
　結局は、誰かが代表して署名しなければならないのか。

（委員）
　おそらく、誰かが署名と押印をするようにという話になるのではないか。

（委員）
　少し話が変わるが、以前グループホームのサービス管理責任者をしていた時、入居者とその保護者全員と面談を行い、終末期をどうしたいかについての意見を聞き、フェイスシートに記入するということをしていた。
　それを定期的に更新することで、本人や保護者の最新の意見が記載されたフェイスシートを常に保管しておくことができる。
　それをもって本人の意思として医療機関が受け入れてくれるかどうかは医療機関の判断になるが、本人や保護者の最新の意思を示せる材料の一つにはなるのではないかと思う。

（委員）
　亡くなる直前の話であれば、これまでの議論のようにある程度綺麗に話がまとまるかもしれないが、元どおりに治る可能性のある病気についての判断は難しく、何かあるごとに判断する人は誰なのかという問題はずっと付きまとうと思う。

（委員）
　インフォームド・コンセントは、説明を受けて理解した上で同意することだが、本人の判断能力が不十分なために正確な理解ができていない中で、同意とまでは言えないアセント（賛意）にとどまっている場合、そのアセントによって治療を継続して良いのかという問題は大きいと思う。
　さらに、親族は反対しているという対立関係がある場合には、なお問題は大きい。

（委員）
　行政が親族を調査して見つけ、親族が見つかった場合には、状況をよく説明して親族に判断してもらうのが良いのではないか。

（事務局）
　例えば成年後見制度の市長申立て等を行う場合には、行政が親族を調査することも可能だが、時間がかかることに加え、見つからなかったり、見つかっても連絡が取れない場合もあるため、迅速な判断を求められる状況では難しい部分も多い。

（事務局）
　非常に難しい問題で、この場で結論は出ないと思うが、皆で合意形成をするための材料を日頃から集めておくことや、同意者がいないからといって一概に何もできないわけではないということだけでも、こうした場で共有しておくことは大きいと思う。

（事務局）
　先ほどの話にもあったように、事前に本人の意思確認ができる場合には確認をしておき、仮に親族が異なる意思を示した場合にも、本人の意思はこうであるとして病院と交渉するための材料になるのではないかと思う。

（会長）
　それぞれのケースで異なる課題があり、また医療機関によっても対応が異なるため、正解のない難しい問題だとは思うが、どのようにしたら本人にとって幸せな選択をしていけるのかを考えていけたら良いと思う。

（会長）
　議案は以上となるが、事務局から連絡等あるか。

（事務局）
　今年度から、新たな分野の委員の方々にも加わっていただき、さまざまな角度から活発な議論ができたことを嬉しく思う。
　議案第１号においても自立支援協議会に係る法律の改正点についてご説明したとおり、自立支援協議会に求められる役割が大きくなってきているため、今後も皆様のお力をお借りしながら有意義な協議会にしていきたいと考えている。

（会長）
　以上をもって、令和６年度第１回自立支援協議会本部会を閉会する。
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